チャランケ通信　第80号　2014年9月22日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　早いもので、大雪山系では初雪の便りも届き始め、北海道の秋もいよいよ本格化し始めてきた。今年は、例年になく紅葉がきれいだと報道されており、野や山へと繰り出す行楽客も増えるに違いない。最近は、海外からの観光客の入込が増えているようだが、まだまだ観光面での改善の余地はありそうだ。北海道の魅力をどのように高めていけるのか、おおいに工夫を凝らしていくべき分野だろう。

　注目すべき論点、北海道新聞の原発「再稼働を問う」シリーズ

　北海道新聞が連載している、原子力発電所の「再稼働を問う」というシリーズに注目した。2回目に登場した牧野淳一郎理化学研究所副プロジェクトリーダーが、再稼働のハードルとなる原子力規制委員会の新しい規制基準について、安倍首相が「世界一厳しい基準」と言い切り、今年4月に閣議決定した政府のエネルギー基本計画にも「世界で最も厳しい水準の規制基準に適合する原発は再稼働を進める」とある点について、次のように疑問を呈する。

　「しかし、諸外国の基準とどこが違い、どう厳しいのか、誰も明確に説明していない。実のところ、日本の規制基準は世界最高水準と言うにはほど遠い。逆に時代遅れと言ってもいい。」「再稼働を進めたいという政府の方針が、規制基準を作るうえで暗黙の前提になった。つまり、厳しい基準に適合するような新しい原発はもはや建設できないので、古い原発でも最小限の手直しで合格できるように基準の方を合わせたという事だ」
　と手厳しく批判をしている。
　やはり大問題、使用済み核燃料の処理、未来にツケを残すのか
また、18日の最終回は「核のゴミ　未来にツケ　覚悟は」と題して大西隆日本学術会議会長の発言が取り上げられている。既に日本学術会議は2012年9月に核のゴミ処分について抜本的な見直しを原子力委員会に提言しており、今回の記事は改めて問題点を厳しく指摘している。特に、最終処分地になって欲しい自治体に受け入れを国が迫ってもうまく行かないだろうと見ておられ、「東京でも受け入れられるような安全基準でないと、都会の人が嫌だというような危険なごみは、過疎地の人も引き受けるわけがない」と論断されている。同時に、既に原子力発電によって生み出した使用済み核燃料は、国内に大量に生み出しており、たとえ今すぐ原発を辞めても、その処理は避けて通れない問題であることにも触れられている。最後に、「原発を運転すれば、とんでもなく厄介なごみが出る。再稼働するなら、せめてその覚悟を国民全体で共有しておく必要がある」と指摘されている。
　小渕経産大臣も、残念ながら原発についての必要性に言及されたようで、原発再稼働は着々と進められつつあるようだが、本当に「核と人類が共存できるのかどうか」今真剣に考えるべき時ではなかろうか。そんなことを考えている最中に、原子力規制委員会の人事で新たに推進派の専門家を起用することが報じられている。この国は、一体どうなっていくのだろうか。まことに暗澹たる思いが募る今日この頃である。
　日本経済の構造は変わった、大幅な円安は国民生活を破壊する
　円安が進んで、1ドル110円間近になろうとしている。1日で1円以上安くなる日が続いても、政府は何もしない。これが逆に円高という事になれば、輸出関連大企業の声に押されることもあるのだろう、政府は為替相場に言及し、口先介入を繰り返し、時には直接為替介入をしてまでも円高を抑えにかかってきた。円安になれば輸出数量が増え雇用や国内の設備投資にも跳ね返り、内需の拡大となって景気が上昇するという、「平和的通商国家」として成長をしてきた過去の成功体験があるのだろう。
では、円安になったらどんな影響が出てくるのだろうか。言うまでもなく、海外からの輸入物価が上昇し、国民生活にとってコストプッシュによる物価上昇が押し寄せる。エネルギーや食糧の大半を輸入に頼ってきただけでなく、最近では家電製品やスマホ等もアジア近隣諸国からの輸入が急増している。ソニーがテレビやスマホの赤字で無配に転落したことが、その象徴的な出来事として報道されているのが現実なのだ。
このように見てくると、急速な円安は国民生活の低下をもたらすわけで、本来その是正こそ求められなければなるまい。国民の側に立つのか、それとも一握りの輸出関連大企業の側に立つのか、問われているのはそのことなのだ。国民の生活の側に立つべきことは言うまでも無かろう。
　消費税の引き上げが、内需の不振の原因なのか? 物価に追いつかない賃金水準にこそ
　一方、今年4月から消費税が8%へと引き上げられ、その駆け込み需要増と反動減が終われば元に戻る、と見られていた国内消費が低調だという。その原因が消費税の引き上げにあるとして、来年10月からの10%への引き上げを延期や停止したりすべきだ、という声も出始めている。なかには、減税や社会保険料の引き下げにまで言及するものも出る始末だが、景気の判断については、未だGDPの7~9月期の速報値も出ていないわけで、菅官房長官も12月8日に7~9月期のGDP修正値が出た後に総理が決断する、と記者会見で述べていた。おそらく、最終判断はその頃になるのだろう。
この機会に、日本経済が抱えている問題を多角的・総合的にもう少し冷静に分析してみる必要がある。税の引き上げだけで内需の停滞が起きているのかどうか、誰が見てもインフレ率が3%台へと上昇しているにもかかわらず、肝腎の賃金の方が2%そこそこしか上昇しておらず、実質賃金の低下という冷厳な事実にこそ目をやるべきだろう。昨年の今頃には、東日本大震災からの復興特別法人税を引き下げる理由として、甘利経済財政大臣は従業員の賃金水準を引き上げることを約束しており、出来ない企業は具体的な企業名まで上げるとも発言していたことを忘れることは出来ない。多くの主要企業の抱え込んだ内部留保は、賃上げに回せるだけの余裕を持っていると専門家は指摘しているし、内需拡大の切り札として賃上げに踏み込むことこそ経済回復の壱丁目壱番地なのだ。むしろ、経済界にとっても、その方がベターな選択なのだ。
　今一度、日本の財政赤字の現実にしっかりと眼を向けるべき時
　問題は、このような僅かばかりの景気の動向が停滞状況にある、と判断したとして、日本の財政の赤字を放置しておくことができるのかどうか、という点である。
財政の赤字としてよく指摘されるのが累積赤字で、いまや日本全体で1000兆円を超す膨大な金額にまで膨れ上がっている。この累積赤字をどのように解消していけるのかどうか、という以前の問題として、毎年増え続ける財政赤字をどのように止めることができるのか、という点である。
今年度の国の当初予算が96兆円近くに達している中で、歳入のうち税収だけでは50兆円(消費増税分込み)でしかなく、国債は41兆円も発行している。他方、歳出では、国債費(借金の元本と利払い費)だけで23兆円余にも達しているのだ。基礎的財政収支(プライマリー・バランス)と言われている国債費を除いた支出額を税収だけで賄えるには、依然として18兆円も不足しているのだ。消費税率に換算して約7~8%という赤字であり、先ずこの基礎的財政収支を一刻も早く黒字化しなければ、累積赤字の縮小という本格的な財政赤字の解消にはほど遠いわけで、政府は2015年基礎的財政収支赤字の対GDP比半減、2020年には黒字化することを自民党政権だけでなく民主党政権の時代にも国際的に公約してきている。
増税が遅れれば遅れるほど社会保障に回せる部分が少なくなる
　つまり、日本の財政の抱えている深刻な現実を考えたとき、少しぐらいの景気不景気を理由にして財政健全化に向けた努力をないがしろにすることは許されないのだ。もちろん、リーマンショックの時のような経済・金融危機の場合には増税という施策を延期することはありえたとしても、通常の景気変動如何にかかわらず、増税は不可避であり、それが遅れれば遅れるほど過去の借金の支払い部分が増え、社会保障や教育といった国民生活の向上に回せられる分が少なくなるだけなのだ。
　何時まで可能なのか、日銀の異次元緩和による長期金利抑制
更に財政問題で考えなければならないのは、今年の予算で計上されている国債費23兆円の内、利払い費が10兆円で収まっているのは史上最低の金利水準で国債発行ができているからに他ならない。10年物の長期国債の利率が、最近では何と1%を割り込み0.5%前後に推移しているのだ。そのような低金利になっているのは、日銀による異次元の金融緩和によるもので、インフレ率が上昇し始めた今、何時までも力づくで長期金利を抑制しきれるはずはない。それだけに、日本の財政再建に向けた真剣な努力をし続けなければ、市場の反発は避けられない。
だが、本気で財政の規律を真剣に考えている政治家は極めて少ないのが現実であり、出来れば増税ではなく経済成長を高めることで何とか乗り切りたい、等と日本経済の現実から夢想した発想に逃避するのが落ちなのだ。なんとか、財政規律を保ちつつ税・社会保障一体改革の路線の上に、日本の社会のかじ取りを進めて欲しいものだ。オーストラリアのケアンズで開催されているG20の財務相・中銀総裁会議では、EUと日本の内需の拡大が求められたようである。内需は確実に存在している。医療・介護・子育て・教育といった分野には、もっと量的にも、質的にも需要が高まっていると言われ、格差社会の解消の必要性から考えても、政府主導の再分配政策の強化を進めていく以外にないだろう。
経産省系のシンクタンク所長が語る消費税引き上げ問題に同意
最後に、中島厚志経済産業研究所理事長が9月21日付日本経済新聞にインタビュー記事で語っておられた記事の一部を掲載しておこう。

「では、なぜ消費は弱いのでしょうか。

(中島)　『やはり所得がなかなか増えないところだろう。増税直後の4~6月　期の企業業績は大企業を中心に極めて良好だ。生産性も上がっている。労働者への還元余地は大きい。ゼロ成長のユーロ圏でも賃金は上昇している。日本はほぼ完全雇用の状態にある。賃上げの環境にある』
「予定通りに消費税率を10%に引き上げるべきでしょうか。
(中島)『国際公約なので絶対に上げたほうがいい。そもそも社会保障に必要だから消費税を上げることを決めたはずだ。先送りするという事は、社会保障制度に穴を開けてしまうことになる。国民的コンセンサスを内外から問われるだろう。』『上げないと経済も混乱するとみている。そうなった場合、最後のツケは国民に回るのは明白だ。それは高齢者だけに影響が出るのではなく、本当の弱者にしわ寄せがくる。もはや甘いことばかり受益できる時代ではない』」
　まことにもっともな指摘と言えよう。

(注)年金については、今回はお休みにしています。ご了解ください。
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